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気候統計業務の現状と間題点＊

中 島 忍＊＊

　1．はしがき

　気象官署で行なわれている地上気象観測は，その目的

により通報観測と気候観測に分けられている．通報観測

は，天気の解析，予報に役立つことを最終目的としてい

るため，出来るだけ早くデータを収集する必要がある．

したがって電報をもって通報するための観測ともいえ

る．一方気候観測は，気候調査をおもな目的としている

観測である．気候観測はまた気候変動等の永年の気候調

査を目的とする永年気候観測と，応用気候調査をおもな

目的とする普通気候観測とにわかれている．

　国内の気候をさらに細かく調べるためには，気象官署

の観測だけでは不十分であるので，数多くの簡易な観測

所（例えば，農業気象観測所，甲種観測所など）が設け

られている．この簡易な観測所のことをここでは区内観

測所と呼ぶことにしておく．この区内観測所における観

測もまた気候観測の一つである．そこでこれら各種の気

候観測データが，どのようにして気象庁に収集され，ど

のように統計され，その成果としていかなるものが刊行

物として発行されているかを述べると同時に，そこにお

ける二，三の間題点とその解決策を気候統計業務にたず

さわっている者の一人として述べてみたいと思う．

　2．報　告

　上にのべた各種の気候観測により得られたデータは，

一部の要素は気象官署において平均，合計，極値等の簡

単な統計をされた後，次の報告にもとづいて気象官署よ

り気象庁に報告される．

　（1）地上気象観測日表

　普通気候観測により得られた時別の気圧，気温，蒸気

圧，相対湿度，風向・風速，全雲量，現在天気と，日最

高（低）気温，日最小相対湿度，日平均風速，日最大風速，

同風向，日最大瞬間風速，日照時間，全天日射量，日降

水量，日最大1時間降水量，日最大10分間降水量，降雪

の深さの合計，日最深積雪，天気概況，大気現象，降水
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強風時間，蒸発量，日最低海面気圧の各観測値を記入し

た（または地上気象観測日原簿の複写した）ものであ

る．

　地上気象観測日表は気象官署より1旬ぶんまとめて翌

旬5日までに気象庁あてに発送される．

　（2）月最大24時間降水量年表

　普通気候観測により得られた1時間降水量のデータを

もとに任意24時間降水量の月間および年間の最大値とそ

の起日を記入したものである．気象官署は，翌年1月末

日までに管区気象台等を経由して気象庁あて発送する．

　（3）永年気候観測毎時月表

　永年気候観測により得られたデータのうち，気温，相

対湿度の毎時の値および日最高気温，日最低気温を記入

したものである．

　永年気候実施官署は，翌月10日までに気象庁あてに発

送する．

　（4）区内気象月表

　区内観測により得られたデータは，府県区担当官署に

集められ，そこで月平均気温，日最高（低）気温の月平

均値，日最高（低）気温の月の極値およびその起日，日最

高気温25。C以上の日数，日最低気温0。C未満の日数，

月降水量，日降水量の月最大値およびその起日，日降水

量1mm，10mm，30mm以上の日数，月の最深積雪お

よびその起日，積雪日数，月間日照時間，平均風速の月

平均値，月の最小湿度およびその起日の計算を行ない，

それぞれの値を記入したものである．

　府県区担当官署は，翌月15日までに気象庁あてに発送

する．

　（5）区内季節表

　区内観測所における霜，雪の初日，終日を記入したも

のである．

　府県区担当官署より，7月15日までに気象庁あてに発

送される．

　5．気象庁で行なわれている気候統計業務の概要

　前節で述べた各種の報告にもとづいて，気象庁におい

て電子計算機を用いて行なう統計および統計結果の刊行
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第1表　地上気象観測日表のA．q．C．項目
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（18）

（19）

（20）

（21）

（22）

（23）

（24）

（25）

（26）

報告もれはない

記入もれはない

地点番号は，規定の数字である

観測年・月・日・時の誤りはない

現地気圧く海面気圧

900mb＜海面気圧＜1040mb

最高気温＜40。C，最低気温＞一40。C

最低気温く平均気温く最高気温

最小湿度≦湿度

蒸気圧＜40mb

気温，蒸気圧，湿度の関係

日平均風速＜30m／s

風速く最大風速

日平均風速く最大風速く最大瞬間風速

風向OOのとき風速く0．2m／s

風向く16

最大風速の風向く16

日降水量＜400mm

降水現象あれば日降水量あり

日照時間＜16時間

全雲量≦10

降水強風時間＜12時問

大気現象は規定の数字：

天気概況の符号数字は規定の数字：

天気概況と降水量の関係

天気概況と風速；≧15m／sの関係

等の概要について述べていこう．

　（1）気象庁月報

　気象官署より報告される地上気象観測日表にもとづい

て月ごとに電子計算機を利用して，日，旬，月別平均値・合

計値などの基礎的な統計を行ない，その統計結果をリス

トし・それを気象庁月報のオフセット印刷の原稿として

いる．そこで気象庁月報の作成フロチャートを第1図に

示しておく．現在，気象庁月報は，おおむね当該月から4

ケ月後に印刷刊行され，気象官署ならびに関係方面に配

布されている．そのうちわけをみると，地上気象観測日

表が旬毎に気象官署よりまとめて郵送で報告されるため

下旬の報告が集まるのがほぼ翌月の15日頃である．電子

計算機を利用するために，収集された地上気象観測日表

を，パンチカードにせん孔する．これは，外注でおこな

われているが，約24，000枚のカードのせん孔であるた

め，1ヵ月分がまとまって納入されるのが，翌々月の5

日頃，すなわち35日後にパンチカードがそろうわけであ

1975年1月

る．このパンチカードは，地上気象観測日表が報告され

た後に，報告された正誤報告にもとづいて修正が加えら

れる．このせん孔されたパンチカードを電子計算機によ

り統計を行なうために，そのまま磁気テープに収録す

る．この磁気テープをもとに以後の電子計算機による計

算に適するように時別値の編集，日別値の計算，編集を

行なって時別値・日別値を収録したテープを作成すると

同時に，出来るだけ正しいデータにするため第一表のよ

うな条件を与えて電子計算機によってデータのチエック

を行ない不良値，疑問値等を摘出する．これをA。Q，（ン

　（Alltomatic　Qμality　Contro1）と呼んでいる．

　A・qC・により疑間値，不良値等が摘出されると，電

報により気象官署に照会され，それにもとづいて誤りで

あれば訂正カード作成が行なわれる．A・Q／C．により摘

出される疑問値は1ケ月当り約40件である．この照会作

業があるためどうしても1日ないし2日間必要であり，

電子計算機による連続した作業にはならないことにな

る．

　時別値・日別値を収録したテープと，A．qc．により

得られた訂正カードにより訂正作業が行なわれ，訂正さ

れた時別値・日別値を収録した磁気テープが作成され

る．このテープは，旬別値，月別値等の，いろんな統計

の基礎資料となるため保存される．

　訂正された時別値・日別値磁気テープをもとに，旬別

値，月別値の計算および旬別値・月別値収録磁気テープ

の作成，各種オールリストの作成，気象庁月報の印刷原一

稿となるリストの作成がおこなわれる．この作業が完了

するのが，翌々月の20日過ぎ，ほぼ50日遅れとなる．以

後，印刷業者に外注されほぼ当該月の4ケ月後に刊行配

布となる．

　（2）気象庁年報

　気象庁月報作成の中で，毎月作られる時別値・日別値

磁気テープならびに旬別値・月別値磁気テープが，1年

分出来ると，気象庁月報作成以後に発見された誤りの訂

正を行ない，マージングしてそれぞれの地点別磁気テー

プを作成する．一方月最大24時間降水量年表および区内

季節表（気象官署の分のみ）にもとづいて，それぞれの

パンチカードを作成する．地点別磁気テープとこれらの

パソチカードをもとデータとして，電子計算機により気

象庁年報第1部および第2部に掲載する統計値の計算を

行ない気象庁月報に準じて印刷刊行している．

　年報第1部は主として気象庁月報の月別値のみを12ヶ

月分まとめ，それに年の値をのせたものであり，さらに
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：地上気寡
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第1図気象庁月報のできるまで

半旬の統計値ものせてある．

　一方年報第2部は，各観測時刻における月平均値，階

級別日数などの度数表，月最大24時間降水量年表，霜，

雪の初日，終日，初終間日数などのやや特殊な統計表が

のせてある．

　（3）観測所年報

　区内気象月表および区内季節表をもとに，電子計算機

により区内観測所における気温，降水量，積雪，日照時

間，風速，湿度などの月別値，年の値および霜，雪の初

10

日，終日などを印刷刊行したものであり，気象庁年報第

1部に対応するもめである．

　毎月，府県区担当官署より報告された区内気象月表

は，パソチカードにせん孔され，1年分がまとまると気

象庁月報作成でのべたと同様な作業で，訂正され編集さ

れた区内観測所月別値テープが作成される．このテープ

を使って観測所年報に掲載する統計値を計算し印刷原稿

リストを作成する．区内観測所月別値テープは，区内観

測所データの基礎資料となるため保存される．

、天気”22．L
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、　　（4）累年統計

　　普通気候観測の累年統計として10年間集計値および平

　年値の統計がある．平年値とは西歴年の末尾が1の年か

　　ら末尾が0の年までの30年の平均値であるが西歴年の末

　尾が0になる10年毎に更新を行なっている．

　　累年統計値は，電子計算機により計算され，編集さ

　れ，日本気候表や累年気候表として刊行される．

　　1970年の平年値更新に際して刊行された日本気候表は

　次のとおりである．

　　　　日本気候表　その1　月別平年値

　　　　日本気候表　その2　地点別月別平年値

　　　日本気候表　その3　おもな気象要素についての極

　　　　　　　　　　　　　値と順位

　　　日本気候表　その4　半旬別平年値

　　　日本気候表　その5　日・半旬・旬別平滑平年値

　　同じく累年気候表については次のとおりである．

　　　観測技術資料35号

　　　　累年気候表（1961～1970）気圧，気温，湿度，降

　　　　水量，日照時間

　　　観測技術資料37号

　　　　累年気候表　蒸気圧・雲量（1941～1970）

　　　　　　　　　　降水量階級別日数（1951～1970）

　　　観測技術資料38号

　　　　累年気候表（1961～1970）

　　　　　天気日数，日平均雲量階級別日数

　　　　　気温階級別日数，最深積雪階級別日数

　　一方区内観測に対する平年値および累年統計値として

　次の印刷物が刊行された．

　　　観測技術資料36号

　　　　全国気温，降水量月別平年値表

　　　気温報告第8巻（1961～1965）

　　　　全国の区内観測所から報告された1961年～1965年

　　　　までの5年間の気温観測値の統計を行なったも

　　　　の．

　　　雨量報告　第11編（1961～1965）

　　　　全国の区内観測所からの報告された1961年～1965

　　　　年までの降水量観測値の統計を行なったもの．

　　1965年以後観測所年報が刊行されたため，気温報告，

　雨量報告については今回をもって廃刊となった．

　　（5）永年気候観測結果の統計

　　永年気候観測実施官署から報告された永年気候観測毎

　時月表，地上気象観測日表にもとづく毎時の現地気圧，

　気温，相対湿度および日最高気温，日最低気温，日降水

1975年1月
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量，積雪の深さ，日照時間の各値をパンチカードにせん

孔し，年ごとに電子計算機をもちいて，毎時の蒸気圧の

計算，各要素の日平均値の計算を行ない，時別値・日別

値を収録した磁気テープを作成すると同時にラインプリ

ンターで時別値リスト，日別値リストを作成する．ここ

で作られた磁気テープは，永年気候観測の基礎データを

収録したものであるため保存される．このテープを使っ

て，半旬および月別集計値を求めこれらを収録した磁気

テープおよびリストの作成がおこなわれる．現在永年気

候観測に関してどのような刊行物を作成するか決められ

ていないが，西歴年の末尾が1ないし6から始まり5あ

るいはOで終る5年間の累年値表を作成する計画が考え

られている．

　4・地域気象観測システム（AMeDAS）における気候

　　統計「業務の概要

　現在全国各地に展開されている区内観測所に変わり，

昭和51年度までに完全実施される地域気象観測システム

では，気温，風，降水量，日照の四要素の観測が，全国

840地点の地域気象観測所において，降水量のみの観測

が，全国477地点の地域雨量観測所において行なわれ

る．これらの気候要素は，自動的に観測され，電々公社

の公衆回線を利用して直接東京にある地域気象観測セン

ターに毎正時に集信される．センターより気象庁ならび

に各府県予報区担当官署に定時報，異常報として配信さ

れ・異常気象の監視，予報ならびに警報などの発表に利

用される．これらの業務はオンライン業務とよばれてい

る・・一方得られ驚観測値は・日報，旬報，月報，年報な

どの各種統計資料の作成に利用される．これらの資料作

成の業務は，オンライン関連業務とよばれている．この

オンライン関連業務が，いわば地域気象観測システムに

おける気候統計業務であるといえよう．そこでオンライ

ン関連業務について述べてみたいと思う．この業務は次

の4つの業務にわかれている．

　（1）日報作成業務

　前日集信された24時間分の情報を編集し，次の各種の

資料作成を行なう業務である．

　ア．四要素日報

　翌日の午前中までに府県予報区毎に，担当区域内にあ

る観測所（ここで観測所というのは，地域気象観測所と

地域雨量観測所をあわせたもの）の日降水量，最大1時

間降水量およびその起時，日平均風速，最大風速と風向

およびその起時，日平均気温，最高（低）気温とその起

時，日照時間の日合計を要素とする表を磁気テープに作

11
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成し，オンラインにて各府県予報区へ配信する．

　イ．毎時降水量日報

　翌日まで府県予報区毎に，担当区域内にある観測所の

毎時の降水量および日降水量の表のファイルを作成し，

センターのライソプリンターに出力し，このリストを各

府県予報区へ郵送する．

　ウ．毎時風向風速日報

　翌日まで府県予報区毎に，担当区域内にある地域気象

観測所の毎時の風向・風速，日平均風速，最多風向を要素

とする表のファイルを作成し，センターのライソプリン

ターに出力し，このリストを各府県予報区へ郵送する．

　エ，毎時気温，日照時間日報

　翌日まで府県予報区毎に，担当区域内にある地域気象

観測所の毎時の気温・日照時間，日平均気温，日照時間

の日合計を要素とする表のファイルを作成し，センター

のラインプリソターに出力し，このリストを各府県予報

区へ郵送する．

　オ．全国日降水量図

　翌日の午前中までに，全国から選んだ約700地点の観

測所の日降水量の実況図を磁気テープに作成し，オンラ

インで気象庁へ配信する．

　カ．全国日降水量表

　翌日の午前中に，全国の観測所のうち日降水量が5

mm以上となった地点の日降水量の表を磁気テープに

作成し，オンラインで気象庁へ配信する．

　キ．全国毎時降水量表

　翌日の午前中までに，全国の観測所のうち日降水量が

100mm以上となった地点の毎時降水量および日降水量

の表を磁気テープに作成し，オンラインで気象庁に配信

する．

　（2）旬報作成業務

　集信した情報を旬単位に編集し次の資料作成を行なう

業務である．

　四要素旬報

　翌旬の第2日目までに，府県予報区毎に担当区域内に

ある観測所の旬降水量，日降水量の旬の極値およびその

起日，旬の平均風速，日最大風速の旬の極値およびその

風向・起日，旬平均気温，旬の最高（低）気温とその起

日，日照時間の旬の合計値をのせた表を磁気テープに作

成し，オンラインにて府県予報区に配信する．

　（3）月報作成業務

　日毎の情報を月単位で編集し，次の各資料を作成する

業務である．

　12

気候統計業務の現状と間題点

　ア．降水量月報

　翌月5日までに，府県予報区毎に担当区域内にある観

測所の毎日の降水量，目降水量の月最大値とその起日，

1時間降水量の月最大値とその起きた目時，上旬・中

旬・下旬・月の降水量の合計値，および日降水量1mm

以上，10mm以上，30mm以上の日数をのせた表のフ

ァイルを作成し，センターのラインプリンターに出力

し，このリストを府県予報区へ郵送する．

　イ．風向風速月報

　翌月5日までに，府県予報区毎に担当区域内にある地

域気象観測所の毎日の平均風速・最大風速とその風向，

最大風速の月の極値とその風向および起日，上旬・中旬

・下旬・月の平均風速をのせた表のファイルを作成し，

セソターのラインプリソターに出力し，このリストを府

県予報区へ郵送する．

　ウ．気温月報

　翌月5日までに，府県予報区毎に担当区域内にある地

域気象観測所の毎日の平均気温・最高（低）気温，最高

（低）気温の月の極値とその起日，上旬・中旬・下旬・

月の平均気温をのせ準表のファイルを作成し，センター

のラインプリンターに出力しこのリストを府県予報区へ

郵送する．

　エ．日照時間月報

　翌月5日までに，府県予報区毎に担当区域内の地域気

象観測所の毎日の日照時間および上旬・中旬・下旬・月

の合計値をのせた表のファイルを作成し，センターのラ

インプリンターに出力し，このリストを府県予報区へ郵

送する．

　（4）年報作成業務

　月単位の情報を年ごとに編集し，次の資料を作成する

業務である．

　年　報

　翌年の1月末までに，観測所毎に降水量，気温，風

速，日照時間の月別値，年の値などをのせた表で，セソ

ターのライソプリンターに出力し，府県予報区へ郵送す

る．

　一応オソライン関連業務でいかなる資料が作成される

かのべたが，データがどのように流れていくのであろう

かのべてみる．

　毎正時にセソターからの集信命令により集信されたデ

ータは各種のチェックを自動的におこない適当な処理を

して，ジャーナルテープに収録される．ジャーナルテー

プには，集信データの他に，オンライン業務に必要な種
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々のデータが含まれている．そこでこのジャーナルテー

プより集信データのみを抜き出して集信データファイル

を作成する．このファイルには各観測値が収録されてい

る．この集信データファィルを地点番号順，時刻順にソ

ートし，日平均値，日合計値等の日別値計算を行ない観

測所マスター・ファイルとマツチングして，オフライン

処理に必要なデーリ・ファイルを作成すると共に，気象庁

において保管するためのデーリィ・テープ作成が行なわ

れる．もちろん観測値が抜けているときは，欠測処理が

なされる．得られたデーリィ・ファイルは前にのべた日

報作成に利用されると同時に，旬報・月報の作成するの

に必要な累積デーリィ・ファイルの更新に利用される．

すなわち前日までに累積されたデーリィ・ファイルと得

られた新しいデーリィ・ファイルとをマッチソグさせ日

のチェックを行ない所定のフォーマットに編集して新累

積デーリィ・ファイルが作成される．この累積デーリ

ィ・ファイルは旬毎に旬報作成に利用され，月毎にマン

スリー・ファイル編集処理がなされマンスリー・ファイル

が作成される．ここで作成されたマソスリー・ファイル

をもとに月報の作成がおこなわれる．一方このマソスリ

ー・ファイルを毎月累積して累積マンスリー・ファイル

が作成される．これを利用して年報作成が行なわれる．

　5．現状における問題点

　第3節において現在気象庁における気候統計業務の概

要をのべたがここではそこにおける問題点をあげてみよ

う．

　まず一つの問題は，気象庁月報をはじめとし各種の印

刷物が刊行されるのにあまりにも時間がかかりすぎるこ

とである．前にも述べたように気象庁月報は，当該月の

4ケ月後にようやく印刷刊行になっている．しかし4ケ

月後に得られた月別値には，どれだけの情報価値がある

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　のであろうか．もちろん情報価値がないわけではない．

しかしスピード化時代とよばれている現代においてはあ

まりにも遅すぎると思う．また気候資料照会においても

よく先月の気温はどうでしたか，平年にくらべるとどう

でしたかと尋ねられることが多いが，この場合資料が現

在手もとにないのでわかりませんと答えざるをえない．

　次の間題点は，現在各種のデータは電子計算機の入力

媒体としてカードにせん孔されているが，より効率のよ

い電子計算機の利用を図るため磁気テープに収録され

る．一度磁気テープに収録されてしまったカードは不用

になってしまうことである．毎年約30万枚のカードのせ

ん孔が行なわれているが，正誤報告がなされた場合，磁

1975年1月
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気テープの訂正は行なうが，カードの訂正は行なわない

ため，カードには誤りが含まれていることになりデータ

として使用できない．

　第三の間題点としては，各種の印刷刊行物の原稿とし

て写真製版でぎるように電子計算機のラインプリンター

を使って白紙印刷しているが，印刷にむらができたり，

活字が欠けたり，不鮮明なところができたりすると，原

稿としてそのままオフセット印刷できないことである．

電子計算機のラインプリンターは，元来，このようなか

たちで使われるのはまれであり，多少不鮮明であろうと

むらがあろうと人が判読できれぽ問題ないような使用の

され方が大部分である．

　第四の間題点は，前節で述べた各種の印刷刊行物のほ

とんどのものは，数表のみでありあまりにも無味乾燥で

ある．出来るならば平年偏差図，経年変化図あるいは気

候要素の地理的分布図などの図ものせた方が，利用者に

とって見やすくわかりやすくなるのではなかろうか．

　以上，現状における気候統計業務に関しての問題点を

あげたが，それではこれからどのようにしたらよいので

あろうか．

　印刷物の刊行が遅いという第一の問題点およびカード

が無駄になるという第二の間題を一度に解決する方法と

して，気候データの収集をオンラインシステムにすれば

どうであろうか．第4節で述べたように区内気象観測に

変わって行なわれる地域気象観測システム（AMeDAS）

においては，オンライソシステムであり，各種の統計資

料は日単位のものは翌日まで，旬単位のものは翌旬の2

日目まで，月単位のものは翌月の5日まで，年単位のも

のは翌年1月末までに作成されることになっている．

　したがって普通気候観測値および永年気候観測値を，

オンラインシステムにより収集すれば，すべての気候デ

ータがオンラインシステムで収集されることになる．た

だし，ここでいっているオンラインシステムは，地域気

象観測システムのように直接観測装置より自動的にデー

タの収集を行なうのでなく，一度観測者によって観測さ

れたデータを通信回線を使って収集する方式である．と

いうのは，普通気候観測および永年気候観測のデータ

は，いくら測器が改良されようともどうしても人による

観測をなくすことが出来ないからである．

　印刷原稿をラインプリンターでプリントするという第

三の間題点の解決策としては，COMシステムの導入が

ある．COMとは，Computer　Output　Micro61mの略

で，電子計算機のアウトプットを磁気テープを介して，

13
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直接マイク・フィルムに作成するシステムである．電子

計算機の出力をラインプリンターに行なわず一旦プリン

トイメージのまま磁気テープに出力する．この磁気テー

プから入力されたデータが文字生成装置により電気的に

文字を表わす信号に変換され，ブラウン管上に撮し出さ

れる．この画像を対面しているカメラによってマイクロ

フィルムに撮影する．この場合必要があれば印刷物の固

定的な部分（例えば各表のタイトルなど）をあらかじめ

フィルムにしたフォームスライドのフォーマットがハー

フミラーを通じてブラウン管上の画繰と合成されて撮影

される．機械的に作成されるため文字のカスレや欠けた

りすることもなくなる．このマイク・フィルムが，写真

製版のネガになる．

　第四に上げた問題点に関しては出来るだけ図をのせる

ようにすべきであり，もしのせるとすればその作成は，

電子計算機の周辺機器であるカーブプロッターを使用

する．実際電子計算室においては毎日の予報図や実況図

等をカーブプロッターを使って作成している．

　6．あとがき

　現在，気象庁で行なわれている定常的な気候統計業務

についての概要とそこにおける問題点およびその解決策

をのべてきましたが，これらの間題点の解決策が実施さ

れれば，より有効な気象資料の利用や，国民に対する気

象サービスの充実が図られると思う．なお，電子計算機

による気候統計がなされる以前の過去資料をどうすべぎ

であるか．あるいはこれらのデータを使っていかなる資

料を作成すべきであるか等の問題について本稿でふれな

かったことを明記しておく．

　最後に，本原稿を書くにあたり適切な助言を与えて下

さった気象庁統計課の篠原武次氏，北村幸房氏，田中昭

氏に感謝いたします．
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かた依頼がありましたので，下記により募集します．

　　　　　　　　　　　　記

1．応募資格：個人，グループ，団体を問わない．独創

的な研究で研究費に恵まれない研究者の応募，「学際

　的研究」を歓迎します．
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　可
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用紙による（担当理事のところにあり）
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金額は6研究に対して合計800万円でした）

5．応募締切：昭和50年2月15日

6．照会および送付先

　　〒166東京都杉並区高円寺北4－35－8

　　　　　　気象研究所台風研究部

　　　　　　電話　03－337－1111

　　　　　　　　　　　　　　　奥田　穣（担当理事）
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